
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 石川県 白山市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
人件費は類似団体平均と比較すると低くなっているが、公債費が合併前に各自治体で実施した大型
事業の償還のピークを迎えており、類団平均を１０％上回っている。中期財政計画に基づき事業の
取捨選択を行うと伴に、学校建設等に係る新発債については合併特例債の有効活用や高利債の借
換
により抑制に努める。類団平均を大きく上回る補助金等についても、行財政改革実施計画書に基づい
た整理合理化を図る。

【人件費及びそれに準ずる費用、公債費及び準公債費】
ごみ処理業務や消防業務を一部事務組合で行っていることにより、組合負担金等が類団平均を上回
っており、今後はこれらも含めた人件費並びに公債費全体についても抑制していく必要がある。

【普通建設事業】
普通建設事業費の人口１人当たり決算額は、類似団体平均を上回っているが、これは市域が広く重
点的な施設整備が難しいことによるものであるが、対前年度比の減少率では、大きく上回っており、
今後も公債費同様、事業の取捨選択・抑制・有利な財源の確保に努める。


